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１．はじめに

　東濃地科学センターでは，１９９６年度より岐阜県
瑞浪市にあるサイクル機構の用地を研究開発の場
とする超深地層研究所計画を進めている。超深地
層研究所は，原子力の研究，開発及び利用に関す
る長期計画（原子力長計）1）に示された「深地層
の研究施設」の一つに相当する。また，２０００年１１
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　Tono Geoscience Center (TGC) has been conducting a wide range of geoscientific research in order to build a firm 
scientific and technological basis for the research and development of geological disposal. One of the major components 
of the ongoing geoscientific research program is the Mizunami Underground Research Laboratory (MIU) project in the 
Tono region, central Japan. The R&D work of the MIU project has the following main goals:
-Develop comprehensive investigation techniques for the geological environment.
-Develop a range of engineering techniques for deep underground application.
A wide range of geoscientific research and development activities of the MIU project is planned in three phases a 20 years 
period;
-Phase one: surface-based investigation
-Phase two: construction
-Phase three: operations
　The MIU site has been investigated by geological, hydrogeological, hydrochemical and rock mechanical surveys on the 
surface. Based on this information, modeling and simulation works have been conducted in the different investigation 
stages. Technological knowledge and experience have been accumulated, which allow application of the methodologies 
and techniques to characterize the deep geological environment in crystalline rock. This report presents the results of the 
investigations from fiscal 1996 to 1999 in phase one.
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　東濃地科学センターでは，　地層処分研究開発の基盤となる地層科学研究の一環として，1996年度より「超深
地層研究所計画」を進めている。超深地層研究所の全体目標は，①地質環境の評価のための体系的な調査・解
析・評価技術の基盤の開発，及び②深地層における工学的技術の基盤の開発の二つである。研究は，第１段階：
地表からの調査予測研究段階，第２段階：研究坑道の掘削を伴う研究段階，第３段階：研究坑道を利用した研究
段階，の３段階に分け，約20年間の予定で進めている。
　これまで第１段階の研究として，地表及び試錐孔において地質・地質構造，地下水流動，地下水の地球化学，
岩盤力学の各分野にかかわる調査・試験を実施してきた。これらの過程において，地質環境特性にかかわる情報
の整備，地質環境のモデル化と予測解析が段階的に実施されると共に，地質環境特性を評価するための方法論や
個々の手法についての技術的知見や経験が蓄積されつつある。本稿では，これまでの第１段階の研究の成果につ
いて報告する。
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月の新たな原子力長計2）においては，「核燃料サイ
クル開発機構等は，これまでの研究成果を踏まえ，
今後とも深地層の研究施設（中略）を活用し，地
層処分技術の信頼性の確認や安全評価手法の確立
に向けて研究開発を着実に推進すること」と，今
後の方向性が明示されている。
　超深地層研究所計画は，結晶質岩を主な対象に，
深部地質環境の評価のための体系的な調査・解
析・評価技術の基盤の開発，及び深地層における
工学技術の基盤の開発を全体目標とした，約２０年
の計画である3）。本計画の調査・研究の成果は，地
層処分技術の信頼性の確認や安全評価手法の確立
に向けた地層処分研究開発の基盤として反映され
るほか，地下深部についての学術的な研究，なら
びに地層処分に対する国民の理解の醸成に寄与す
る。現在は，次章で紹介する第１段階の地表から
の調査・研究を進めるとともに，第２段階で実施
する研究坑道の掘削に伴う調査・研究計画や施工
計画の策定を並行して行っている。
　ここでは，１９９６年から開始した第１段階におけ
る，深部地質環境の評価のための体系的な調査・
解析・評価技術の基盤にかかわる研究成果の現状
を報告する。

２．超深地層研究所計画の概要

　超深地層研究所計画は，大きく三つの段階に分
けて進めている。第２段階より研究坑道の掘削が
開始される。以下に各段階の概要を述べる。
①　第１段階：地表からの調査予測研究段階
　地表からの調査により地質環境特性を把握し，
第２段階で実施する研究坑道の掘削に伴う地質環
境特性の変化を予測する。また，本段階で取得す
る地質環境にかかわる情報などを考慮し，研究坑
道の詳細設計及び施工計画を策定する。
②　第２段階：研究坑道の掘削を伴う研究段階
　研究坑道の掘削と並行して進められる調査によ
り第１段階の予測結果の妥当性を確認する。また，
第３段階において実施する研究坑道の拡張に伴う
研究坑道周辺の地質環境特性の変化を予測する。
さらに，研究坑道の施工・維持・管理にかかわる
工学技術の有効性を確認する。
③　第３段階：研究坑道を利用した研究段階
　研究坑道での調査により地質環境にかかわる詳
細なデータを取得すると共に，第２段階の予測結
果の妥当性を確認する。また，深地層における工

学技術の有効性を確認する。

２．１　全体目標

　超深地層研究所計画の全体目標は以下に示す二
つである3）。
（１）深部地質環境評価のための体系的な調査・解

析・評価技術の基盤の開発
　地表又は地下の研究坑道からの調査により深部
地質環境にかかわる品質の保証された情報を取得
し，様々な解析・評価手法を適用しつつ深部地質
環境の評価に至る一連のプロセス（概念の提示→
計画の立案／改訂→調査の実施→地質環境のモデ
ル化／予測解析→評価）を繰り返し実施する。こ
のプロセスの過程で着目すべき要素（評価項目）
が抽出され，情報の過不足や不確実性などを順次
明確化する。また，適用した手法の有効性を確認
し，深部地質環境を評価するための体系的な調査・
解析評価手法として段階的にとりまとめる。
（２）深地層における工学的技術の基盤の開発
　深地層にアクセスするための一般的な工学技術
及び新たに開発される工学技術を適用することに
より，地下深部に安全かつ合理的に研究坑道など
を設計・施工・維持・管理できることを確認する。
また，掘削する研究坑道が地質環境に与える長期
的な影響を適切に解析・評価するための技術を整
備する。

２．２　超深地層研究所の設置場所

　超深地層研究所は，岐阜県瑞浪市明世町月吉の
正馬様洞にあるサイクル機構用地（約１４０，０００ｍ2，
以下，研究領域）に建設を予定している。この周
辺は，領家帯に属する深成岩類と美濃帯に属する
中生層との境界部にあたる。超深地層研究所の研
究坑道は，この地域の基盤をなす先新第三紀の花
崗岩体（土岐花崗岩）を対象に建設される。

２．３　施設計画の概要

　超深地層研究所は，研究坑道と地上施設で構成
される。現状の施設計画における研究坑道は，図
１に示すように，地下１，０００ｍ程度の深地層へアク
セスするための主立坑，二つの水平坑道群（中間
ステージ，最深ステージ），主立坑９５０ｍ付近に分
布することが予測される月吉断層を回避して，最
深ステージを掘削するためのスパイラル坑道，換
気立坑などからなる。
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　地上施設は，研究・管理，試料管理，機器の維
持管理などの機能を持つ施設のほか，立坑坑口建
屋，捨石の堆積場，排水処理施設などからなる。
この施設計画については，今後も第１段階で取得
される地質環境特性にかかわる情報を基に，順次
見直し詳細化する予定である。

３．第１段階の概要

３．１　段階目標

　第１段階の段階目標は全体目標を受けて以下の
４項目を設定している3）。
（１）地表からの調査・研究による地質環境モデル
の構築
　地表からの調査・研究などにより地質環境にか
かわる情報を取得し，研究坑道掘削前の未擾乱の
地質環境特性を把握する。また，取得した情報の
集約と解釈を通して研究領域とその周辺を対象と
した地質環境モデル（地質構造モデル，水理地質
構造モデル，地球化学モデル及び岩盤力学モデル）
を構築する。さらに，新たに取得する情報を基に
地質環境モデルを更新し，調査の種類・量，解析・
評価の手法及び結果の精度との関係を把握する。
これにより，一連の調査・解析・評価手法の有効
性を評価する。
（２）研究坑道の掘削に伴う深部地質環境の変化の
予測
　前述の地質環境モデルを用いて，研究坑道の掘
削に伴う深部地質環境の変化を定量的に予測す
る。
（３）研究坑道の詳細設計及び施工計画の策定
　第１段階で取得する深部地質環境にかかわる情
報と地質環境の変化にかかわる予測結果，及び本

段階で別途策定される第２段階の調査・研究計画
を考慮しつつ，研究坑道の詳細レイアウトを決定
する。また，実際に適用する施工技術などを選定
し，具体的な施工計画を決定する。
（４）第２段階の調査・研究計画の策定
　前述の深部地質環境にかかわる情報及び予測結
果などを踏まえ，第２次取りまとめの評価報告書4）

などに示された今後の研究開発の課題を考慮しつ
つ，第２段階の詳細な調査・研究計画，及び第３
段階の概略的な調査・研究計画を策定する。

３．２　研究の進め方

　第１段階の調査・研究は地質・地質構造，地下
水流動，地下水の地球化学及び岩盤力学の４分野
で構成されている。調査・研究は，基本的に調査
の種類と量，解析・予測手法とその結果（地質環
境の理解度）との関係を繰り返し把握して評価す
るため，図２に示すアプローチを試みる5）。

３．３　地質環境特性にかかわる既存情報

　調査・研究を進めるに当たっては，研究領域周
辺で取得されている地質環境特性に関する情報を
十分に活用することが重要となる。広域地下水流
動研究においては6），土岐花崗岩体を対象に研究領
域を包含する約１０km四方の領域を対象に涵養域
から流出域までの地下水流動特性を把握するため
の調査手法の構築を目標に研究が進めらている。
この研究の物理探査や試錐調査などで取得された
地質環境特性に関する情報や地下水流動解析結果
は，本調査・研究を進めるための最も重要な情報
となる。また，研究領域周辺で実施された月吉ウ
ラン鉱床を対象とした調査7），立坑掘削影響試験8）

などにおいても，土岐花崗岩を被覆する堆積岩類
についての情報が蓄積されている。これらの研究
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図１　超深地層研究所計画の施設概要

図２　調査・研究のアプローチの概念
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成果などより明らかとなった地質の概要と，本調
査・研究で特に重要となる地質環境特性にかかわ
る情報を以下に示す。
（１）地質概要
　研究領域を包含する領域の地質概要を図３に示
す。この領域の地質は，先新第三紀の花崗岩から
成る基盤の上位を新第三紀中新世の堆積岩（瑞浪
層群）が不整合で覆い，更にその上位に固結度の
低い新第三紀鮮新世の砂礫層（瀬戸層群）が不整
合で覆っている。瑞浪層群は，下位より泥岩・砂岩・
礫岩から成り亜炭を挟む土岐夾炭累層，凝灰質の
泥岩・砂岩を主体とする明世累層，シルト岩・砂
岩を主体とする生俵累層の３層に区分される。領
域の中央部には花崗岩及び瑞浪層群を切る月吉断
層が存在している。この断層は，ほぼ東西走向で
７０～８０度の南傾斜の逆断層で落差は約３０ｍであ
る。
（２）地質環境特性にかかわる既存情報6）

①　土岐花崗岩体の直径は約１０kmであり，岩体
内には水平・深度方向ともに粒度・組織の異な
る黒雲母花崗岩が分布する。

②　電磁探査により堆積岩と土岐花崗岩との不整
合深度の分布，及び屈折法及び反射法弾性波探
査により，月吉断層の破砕帯の存在及び派生断
層の存在が推定されている。

③　土岐花崗岩健岩部の透水係数は，１０－11～１０－10 

ｍ/secオーダー，開口割れ目と考えられる部分
では１０－6～１０－5ｍ/secオーダーの分布を示す。
④　地下水流動解析により深度１，０００ｍ付近まで
の地下水は，おおむね北から南へ流れていると
予測されている。

⑤　花崗岩中の地下水の起源は，酸素・水素の同
位体比から天水起源であることが確認された。
また，深度１，０００ｍ付近の地下水の滞留時間 
は14Ｃによる年代測定により１万数千年程度と
推定されている。

⑥　花崗岩浅部の地下水はNa‐Ca‐HCO3型で中性
かつ酸化性で，深部ではNa‐HCO3型で弱アルカ
リ性かつ還元性の地下水へと変化する。

３．４　これまでの調査・研究の概要

　これまでの調査・試験の内容と目的を表１に，
試錐調査の概要を表２に，研究領域内の調査位置
を図４に示す。これらの調査結果を基に，研究領
域の地質環境を理解し予測するための第１歩とし
て，地質・地質構造，水理地質構造，岩盤力学そ
れぞれについてモデルを構築し，段階的にモデル
を更新した。また，地下水流動解析に関しては，
研究領域を包含し，かつ一般に水理境界と考えら
れる尾根部と河川で囲まれた図３に示した約４
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図３　研究領域周辺の地質概要
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km×６kmを解析領域として地下水流動解析が２
回繰り返された。地下水の地球化学については，
研究領域における地下水の採水・分析が２０００年よ
り着手されており，今後，それらの結果に基づき
地球化学モデルを構築する計画である。
　
４．第１段階の研究成果

４．１　地質・地質構造に関する調査・研究

　本調査・研究で得られた知見は，地下水流動，
地下水の地球化学及び岩盤力学の各分野における
モデル化の基礎となる。このことから，本研究で
は，研究領域の地質・地質構造を把握するととも
に，地下水の流動や水質形成などを規制すると考
えられる地質構造要素を同定し，地質構造モデル
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図４　研究領域内の調査位置

表１　調査・試験の概要

目　　的平成１９９９年度までの調査数量

表層の未固結砂礫層か
ら岩盤への地下水の涵
養量を推定する。

河川流量観測，気象
観測，表層地下水位
観測，土壌水分観測，
など

表層水理調査

領域の定常的な地下水
位及び試錐孔掘削によ
る地下水位の変化の実
測値を取得する。

自由地下水位面観測
（AN‐3，AI‐4号孔）

地下水位観測

水みちでの定常的な間
隙水圧と試錐孔掘削に
よる間隙水圧の変化の
実測値を取得する。

MPによる観測（AN
‐1号孔）

不整合，堆積構造，変
質帯，破砕帯などの分
布・連続性を推定する。

電気深査（１測線×
約２００ｍ）
電磁深査（MT法）
反射法（１測線×約
６００ｍ）

物理深査

領域の地質とその分布
を確認する。また，水
みちとなりうる地質構
造要素（割れ目，断層，
岩脈）を抽出し，その
特徴を把握する。

〔地質調査〕
・岩芯記載，物理検
層，BTV調査など

試錐調査
○既在試錐孔
‐AN‐1号孔
約１，０００ｍ
‐AN‐3号孔
約４００ｍ
○新規試錐孔
‐MIU‐1，2，
3号孔各約
１，０００ｍ

領域での透水係数の深
度変化，及び水みちの
透水係数の実測値を取
得する。

〔水理試験〕
・透水試験（３孔×
約３０区間）
・場水試験（３孔×
約１０区間）

領域に分布する地質の
地球化学的な特性とそ
の深度方向の変化を把
握する。

〔分析〕
・岩芯分析（３孔）

領域に分布する花崗岩
の力学特性とその深度
方向の変化を把握す
る。

〔力学試験など〕
・物性試験（３孔×
１０深度）
・初期応力試験（３
孔×１０深度）

表２　試錐調査の概要

MIU‐3号孔MIU‐2号孔MIU‐1号孔

１０１４．０１０１２．０１０１１．８掘削深度（ｍ）

HQ（約
１００mm）

HQ（約
１００mm）

HQ（約
１００mm）

孔径

清水清水清水掘削水

○○○物理検層＊

○○○BTV

１１１０１０
場水試験（１００ｍ区
間）（点数）

２３３０３０
孔内水理試験（６．５ｍ
区間）（点数）

○○○フローメーター検層

○○○岩石鉱物試験＊＊

××○（岩芯）
年代測定（フィッシ
ョントラック法）

見かけ比重
（４０）
有効間隙率
（４０）
含水比（４０）
弾性波速度
（４０）
一軸圧縮試
験（１０）
圧 裂 試 験
（１０）
三軸圧縮試
験（１０）

見かけ比重
（２０）
有効間隙率
（２０）
含水比（２０）
弾性波速度
（２０）
一軸圧縮試
験（２０）
圧 裂 試 験
（４０）
三軸圧縮試
験（１０）

見かけ比重
（１８０）
有効間隙率
（１８０）
含 水 比
（１８０）
弾性波速度
（１８０）
一軸圧縮試
験（９０）
圧 裂 試 験
（３０）
三軸圧縮試
験（９０）

岩芯室内物性試験
（数量）

水圧破砕試
験（１０）

水圧破砕試
験（１０）

AE/DRA試
験（１０）

初期応力測定（点数）

AE/DRA試
験（１０）

AE/DRA試
験（２０）

＊　：電気検層，マイクロ比抵抗検層，密度検層，中性子・
ガンマ検層，音波検層，温度検層，孔径検層，孔曲が
り検層

＊＊：モード分析，全岩分析



９６

を構築することを目標としている3）。
（１）調査及びモデル化の考え方
　後述する地下水流動にかかわる調査・研究では，
現段階は連続体により場をモデル化することを基
本としている。この場合，本調査・研究で重要と
なる点は以下のとおりである5）。
①　堆積環境がほぼ等しい堆積岩の層序は，その
物性値もほぼ等しく均質との仮説に基づき，領
域全域にわたり連続する堆積構造，不整合など
の地質構造要素を区分する。

②　断層などの不連続面の位置，連続性，幅など
を確認する。

③　花崗岩は，例えば割れ目の密度・方向・形態
や充填物などの地質学的特徴を統計学的に解析
し，有意な差が認められる岩盤を地質構造要素
として区分する。

（２）調査結果
　研究領域内の主な調査として，反射法弾性波探
査と３本の試錐調査（MIU‐1，2，3号孔）を実施
した5）。
１）　反射法弾性波探査
　研究領域内の堆積構造，不整合面の形状及び不
連続面に関する情報を取得することを目的に，図

４に示すように，南北と東西の２測線を配置して
反射法弾性波探査を実施した。試錐調査結果を参
考に南北測線における反射断面記録を解釈した例
を図５に示す。この結果，堆積構造，不整合面に
かかわる情報の他，花崗岩上部の水平割れ目が卓
越していると考えられるゾーン，さらには断層な
どと考えられる不連続面を推定できた。このこと
から，反射法弾性波探査は本領域の調査において
有効であったと評価できる。
２）　試錐調査
　研究領域内に掘削された３本の深度約１，０００ｍ
の試錐孔において，岩芯観察，物理検層，ボアホー
ルテレビジョン（BTV）を実施した。また，採取
した岩芯を用いて岩石鉱物試験を実施した。
　岩芯観察の結果，各試錐孔とも地表からGL‐90
ｍ付近まで堆積岩が分布し，その下に黒雲母花崗
岩が分布すること，また，黒雲母花崗岩の最上部
には厚さ１０～１５ｍ程度の風化部が存在することが
明らかとなった。また，MIU‐2号孔及び３号孔に
おいては，それぞれ深度約９００ｍと７００ｍで月吉断
層を捕らえている。いずれも，約１０～２０ｍ幅のカ
タクレーサイト帯からなり，その周囲には幅１００ｍ
程度の割れ目帯が分布する。
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図５　反射法弾性波深査の調査結果と解釈（南北測線の反射断面記録）
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　BTVの調査結果を基にした割れ目累積本数の深
度分布より，風化部より下位の黒雲母花崗岩を低
角度の割れ目が発達した上部割れ目帯（３～５本
／ｍ），割れ目の少ない健岩部（１～３本／ｍ），
及び断層に伴う割れ目帯（３～６本／ｍ）の大き
く三つの地質構造要素に分類できた。この結果と
分類した地質構造要素ごとの割れ目の方向と密度
のヒストグラムの一例（MIU‐2号孔）を図６に示
す。また，物理検層の内，中性子検層，電気検層，
音波検層の結果からも上部割れ目帯，健岩部，断
層に伴う割れ目帯の各構造要素で明らかに物性が

異なる結果が得られている。
（３）地質・地質構造のモデル化
　地質・地質構造のモデル化は，地質環境特性に
かかわる情報の蓄積に伴って段階的に二つ地質構
造モデルを構築した。一つは，既存情報のみで研
究領域内での調査結果を用いないモデル，もう一
つは前項で示した研究領域内での調査結果を加え
たモデルである。
１）　既存情報を基に作成したモデル
　地質・地質構造をモデル化する上で重要な地質
構造要素として，初生的なものとして岩相，また

二次的なものとして風化部，割れ目及び断層など
が挙げられる。堆積岩については，既存情報の地
質層序を基に，表土・瀬戸層群，生俵層群，明世
累層，土岐夾炭累層（上部），土岐夾炭累層（下
部）及び月吉断層を地質構造要素として抽出した。
また，花崗岩については，風化部とそれ以外の岩
盤及び月吉断層の三つの地質構造要素に区分し
た。作成した地質構造モデルを図７に示す。なお，
地形面や各地質構造要素の境界面，断層面の形状
は，ミニマム・テンション理論を用いて推定した。
　この地質構造のモデル化における課題として，
特に以下の３点が挙げられた。
①　花崗岩中の不均質性にかかわる情報が少な
く，風化部以外に地質構造要素を区分できない。

②　花崗岩中の月吉断層にかかわる情報が皆無
で，堆積岩中の特徴と同様と仮定している。

③　既存情報から複数のリニアメントが判読され
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図６　割れ目の密度，累積本数及び方向分布

堆積岩

上部割
れ目帯

健岩部

断層に伴う
割れ目帯

（本/m）

図７　既在情報を基に構築した地質構造モデル

（注）標高－１，０００ｍまでをモデル化
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ているものの，月吉断層以外の大規模な地質構
造に関する情報がなくモデルに表現されていな
い。
２）　研究領域内の調査結果を加えたモデル
　堆積岩中の地質構造要素については，前回のモ
デルと同様である。花崗岩については，調査結果
で示したとおり割れ目密度分布などによる区分に
基づき，上部割れ目帯，健岩部，断層に伴う割れ
目帯を設定するとともに，後述する水理地質構造
モデルにおいて割れ目の分布傾向をより詳細に表
現するモデル化に備えて割れ目の方向，開口幅，
長さ，密度など統計的なデータセットを作成した。
なお，風化部については，情報が少ないこと，岩
芯観察結果からマトリックスを含めて風化変質
し，空隙が多いことが推定されるため，性状など
を考慮して均質な物性として取り扱うこととし
た。月吉断層は２本の試錐孔で花崗岩中で存在が
確認されたことから決定論的に表現した。
　このモデルにおいては前回のモデル化において
課題として挙げた①と②については改善がなされ
つつあるが，③については研究領域外の調査など
を伴うため引き続き課題として残されている。こ
の他，ここでの地質構造のモデル化における重要
な課題として，以下の３点が挙げられる。
①　３本の試錐調査とも鉛直孔であるため，高角
度傾斜の割れ目に関する情報が十分ではない。

②　割れ目分布に着目したより詳細なモデル化を
進める上で，水みちの分布に関する情報が不足
している。

③　深度１，０００ｍ以深の情報が皆無であり，これ以
深については深度１，０００ｍ付近の岩盤が下方へ
連続していると仮定している。

４．２　地下水流動に関する調査・研究

　地下水流動に関する調査・研究においては，研
究領域における地表から地下深部までの地下水及
び物質の移行経路と成りえる地質構造要素及び岩
盤の水理学的な不均質性に関する情報を取得し，
水理地質構造モデルを構築するとともに，研究坑
道掘削前，掘削中及び掘削後の地下水流動場を推
定することを目標としている3）。
　本調査・研究を進めるにあたっては，取得すべ
き情報の理解度，データやモデルの不確実性，そ
の不確実性を低減するための取得情報の優先順位
を研究の進捗に併せて明確にしていくことが重要

となる。そのため，図２に示した研究のアプロー
チを新たな情報の取得とともに繰り返すことによ
り，個々の要素及び全体の不確実性を評価する方
法で研究を進めている。
　本調査・研究においては，まず既存情報のみを
用いて水理地質構造モデルを構築し地下水流動解
析を実施した。このモデル化・解析と並行して研
究領域における調査が進められ，３本の試錐調査
結果が得られた段階で第２回目の水理地質構造モ
デルの構築と地下水流動解析を実施した5）。
（１）水理地質構造のモデル化の考え方
　岩盤を対象とした地下水流動解析手法は，岩盤
を多孔質の連続的な媒体と考える連続体モデル
と，割れ目などの不連続構造を取り出した不連続
体モデルの二つに大きく分類される。本研究では，
割れ目や透水係数の分布に関する情報が少ないこ
と，及び不連続体でモデル化するためには解析領
域が広く計算量や時間に課題があることから連続
体によるモデル化を採用した。連続体モデルを採
用するにあたり，モデル化の概念として「解析領
域が数km四方の平面的広がりをもつことから，地
下水の流動経路となる割れ目などの不連続構造を
巨視的にとらえ，割れ目密度分布やその傾向の把
握に基づいたゾーン区分により，その物性を等価
な連続体又は不均質性を考慮した等価な連続体に
置き換えてモデル化する」との考え方の下，モデ
ル化と地下水流動解析を実施した。
（２）１回目のモデル化と地下水流動解析
　水理地質構造モデルは，４．１（３）１）で示した既
存情報のみで構築した地質構造モデルに３次元メ
ッシュを割り当て，既存情報から各地質構造要素
ごとに表３に示す物性値を割り当てた。上部境界
条件の涵養量には東濃鉱山周辺における観測地か
ら算定された平均値0.28mm/日を用い9），下部境界
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表３　水理地質構造モデルで設定した物性値

透水係数（m/sec）層序・断層名

１．０×１０－7表土、瀬戸層群

１．０×１０－9生俵累層

１．０×１０－9明世累層

５．０×１０－9土岐夾炭累層（上部）

１．０×１０－8土岐夾炭累層（下部）

１．０×１０－7花崗岩（風化部）

１．０×１０－9花崗岩（健岩部）

１．０×１０－10月吉断層
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は不透水，側方境界は透水境界とし深度方向に一
定の静水圧を与えた。研究坑道地下水流動解析に
は多孔質媒体を対象に開発された有限要素法によ
る３次元飽和・不飽和浸透流解析コード
TAGSAC10）を用いた。地下水流動解析は，研究坑
道掘削前に相当する定常解析と研究坑道掘削後の
地下水流動を予測した非定常解析の二つを実施し
た。なお，非定常解析における研究坑道の壁面は
自由浸出面に設定した。
　図８に地下水流動解析結果の一例を示す。同図
の上段に示した定常解析の結果より，全水頭分布
は北側が高く南側が低く地下水はおおむね北から
南へ流れており，標高０ｍ付近（深度２４０ｍ付近）ま
での地下水流動は地表面の起伏の影響を受けてい
ると推定された。また，同図の下段に非定常解析
により得られた標高－７５８ｍ（深度１，０００ｍ付近）
の水平断面での水頭分布を示す。この結果では，
全水頭低下量の分布は研究坑道掘削位置を中心に
ほぼ同心円状になっており，これまでの知見に基
づく予想に反して月吉断層が地下水流動に与える
影響（遮水壁的役割り）は小さいと考えられた。
また，研究坑道の掘削に伴う全水頭の低下範囲は
解析領域に設定した範囲内で収束しており，研究
坑道の掘削に伴う影響範囲を捉える上では解析領
域の大きさがおおむね妥当であることを示唆して
いる。
（３）調査結果
　水理調査は大きく，地表から地下への水の浸透
機構を明らかにするための表層水理調査と，地下
深部岩盤の透水係数や間隙水圧分布及び水みちや
その連続性を把握するための深層水理調査に分け
られる。
　表層水理調査に関しては，特に地下水流動解析
に必要な上部境界条件を設定するために研究領域
内で数年間にわたり連続観測を継続してきてい
る。この観測結果を基に算定した地表から地下へ
の涵養量の値は時間的にもまた空間的にも変化に
富むことが明らかとなている11）。また，人為的な
揚水が表層の水収支に大きく影響を与えている可
能性も示唆されている。このような現状から，より
確実な情報の取得と涵養量の算定のために現在新
たな観測体制に関する取り組みが開始されている。
　一方，深層水理調査に関しては，第１回目の地
下水流動解析で明らかとなった課題を踏まえ，深
度約１，０００ｍの３本の試錐孔で水理試験や流体検

層を実施した。この試験により得られた透水係数
の深度分布と水圧分布の一例（MIU‐2号孔）を図
９に示す。これらの調査結果を基に検討した結果，
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図８　第１回目の地下水流動解析で
得られた結果の一例

図９　透水係数と水圧の深部分布（MIU‐2号孔）
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以下の点が明らかとなった。
①　上部割れ目帯と月吉断層に伴う割れ目帯で高
い透水性を示し，健岩部で低い透水性をを示す。

②　月吉断層の下盤側は上盤側に比べ約３０ｍ水位
が高いことから，同断層は遮水壁として機能し
ている可能性が高い。

（４）２回目のモデル化と地下水流動解析
　第２回目のモデル化と地下水流動解析は，前回
の課題を踏まえ，割れ目や割れ目帯を考慮したモ
デル化と地下水流動解析の進め方を確認するため
に実施した。水理地質構造のモデル化においては，
解析領域の広さやデータの空間的密度を考えると
花崗岩中の個々の割れ目をモデル化することは非
現実的なことから，断層など不連続構造及び不均
質な割れ目分布の透水性への寄与をこれと等価な
連続体で表現したモデル（不均質性を考慮した等
価連続体モデル）を用いた12）。図１０に構築した水
理地質構造モデル（透水係数分布モデル）を示す。

このモデルでは花崗岩中の割れ目の不均質性を，
異なる２つの分布モデル（べき条分布モデルと指
数分布モデル）を用いて割れ目を統計的に発生さ
せ，透水係数の実測値との比較検討を通して花崗
岩中の地質構造要素ごとに等価な連続体として表
現した。また，比較のため，４．１．（３）２）で示した
地質構造モデルで区分した地質構造要素ごとに均
質な物性を与えた連続体モデル（均質モデル）も
構築した。なお，解析領域やモデルの下部及び側
方境界条件は前回と同様である。上部境界条件は，
観測値と事前の解析結果の検討より，０．１４mm/日
を用いた5）。
　地下水流動解析は，不均質性を有する多孔質媒
体を対象に開発された飽和不飽和浸透流解析コー
ドEQUIV‐FLOを用いた12）。この解析では，第１
回目の解析と同様に，研究坑道掘削前の状況に相
当する定常解析と研究坑道掘削に伴う影響を考慮
した非定常解析を実施し，水理地質構造モデルの
違いが解析結果に与える影響を検討した。
　図１１に定常解析結果の一例として水平断面内の
水頭分布を示す。全水頭分布から想定される地下
水流動方向は，いずれのモデルにおいても北から
南である。また，割れ目分布を考慮したべき条分
布及び指数分布モデルでは月吉断層が南北方向の
地下水の流れを遮断する傾向が顕著に認められ
た。
　図１２に非定常解析結果の一例として，研究坑道
が月吉断層を貫通した後の南北断面の水圧及び流
速ベクトルの分布を各モデルごとに示す。この結
果を取りまとめて以下に示す。
①　得られた水頭分布の傾向より，均質モデルで
は，あたかも断層が遮水機能を果たしていない
ような南北対称な水頭低下領域が形成されてい
る。一方，割れ目の分布を考慮したべき条分布
と指数分布モデルでは断層の遮水効果が表現さ
れている。

②　べき条分布及び指数分布モデルと，均質モデ
ルを比較すると，水頭低下の程度及び研究坑道
への湧水量に大きな差異が認められ，かつべき
乗分布モデルでは特に割れ目分布の傾向に沿っ
た不規則な水頭低下領域が形成された。これは，
べき乗分布を用いたモデルでは割れ目の連続性
が高く研究坑道を交差する割れ目分布に沿って
岩盤内へ影響が及んでいることを示していると
考えられる。
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図１０　第２回目の地下水流動解析で用いた水理地
質構造モデル（透水係数分布モデル）
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③　研究坑道の掘削に伴う水頭低下は，坑道が月
吉断層を通過するまでは断層の北側までほとん
ど及んでいない。断層を通過した後，断層下盤
（北側）に水頭が低下する領域が形成されてい
る。水頭低下の影響範囲は発生した割れ目の分
布に依存するが，今回の解析結果ではべき条分

布及び指数分布モデルが均質モデルに比べ小さ
かった。これは，割れ目の連続性に依存した不
均質な物性分布の影響が現れた結果と考えられ
る。

　以上の結果より，次の２点がこれまでの主な成
果として挙げられる。
①　２回目の地下水流動解析ループにおける地下
水流動解析により，数km×数kmの範囲であっ
ても割れ目の分布を考慮することにより，より
現実的な地下水流動を予測できることを示唆し
ている。

②　本解析領域に介在する月吉断層は，これまで
の調査結果から断層を直交する方向に遮水的機
能を果たしていると推定されている。第２回目
の解析で適用した不均質性を考慮した等価連続
体モデルでは，この仮説を水頭変化等で適切に
表現できており，この手法は割れ目や断層など
を考慮した数km四方の領域を対象とした地下
水流動解析への適用性が高い。

４．３　地下水の地球化学に関する調査・研究

　地下水の地球化学に関する調査・研究において
は，研究領域における深部地下水の地球化学特性
の空間分布を把握し，水－岩石反応試験や理論解
析などの結果と合わせて地球化学モデルを構築す
る。次に，研究坑道掘削に伴う地下水流動の変化
に起因する深部地下水の地球化学特性の変化を予
測することを目標とする3）。
　地下水の地球化学特性を把握するためには，試
錐孔において地下水を採取し分析する，及び物理
化学パラメータなどに関しては試錐孔内で直接観
測するなどの調査が唯一の手段となる。この場合，
採水又は観測している地下水が本来岩盤中に存在
していた地層水であることを確認することが重要
となる。試錐調査では，１本の試錐孔において複数
の分野で多くのデータを取得することが効率的で
あり，また複数の分野のデータを比較・検討でき
る長所がある。広域地下水流動研究の初期の試錐
調査においては，諸外国の調査事例などを参考に，
清水による試錐孔掘削後に物理検層，水理試験，
採水試験の順序で調査を実施していた。しかし，
大規模な破砕帯に遭遇し孔内崩壊により試錐孔を
維持するのが困難な場合，また逸水により掘削水
が大量に岩盤内に浸透し地層水を採取するのが極
めて困難になるなど，当初考えた調査プログラム
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図１１　第２回目の地下水流動解析で得られた水頭
分布
－定常解析結果の一例：標高０ｍの水平断面－

図１２　第２回目の地下水流動解析で得られた水頭
分布
－非定常解析結果の一例：研究坑道が断層貫
通後の水頭分布－
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では地下水の採水が現実的に不可能となるケース
に遭遇した。
　これらの知見を踏まえ，本計画の地下水の地球
化学特性に関する調査では，試錐孔掘削後の各調
査が完了した後，孔内にMPシステムを設置し，
長時間の連続採水を通して，地下水（地層水）を
採取する計画とした。そのため，深度約１，０００ｍの
３本の試錐孔にMP（Multiple Piezometer）システ
ムを設置している13）。しかしながら，これらの試
錐孔で採水を実施した場合，並行して進んでいる
ほかの試錐調査への干渉の可能性があるため，現
時点までに，本計画で採水は実施していない。今
後，試錐調査の進捗状況を踏まえ採水の時期を決
定する予定である。
　一方，現在進められているMIU‐4号孔の試錐調
査においては，採水を効率的に進められなかった
経験を基に，試錐孔掘削中に逸水などに遭遇した
場合，直ちに試錐孔掘削を停止し，揚水試験と組
み合わせて採水調査を実施する計画とした14）。こ
の試錐調査では，試錐孔掘削で用いた循環水（以
下，掘削水）の残留の程度，ほかのゾーンからの
地下水の回り込みなどを識別し，地下水の地球化
学特性に関するデータの品質を保つため，掘削水
に一定濃度の染料を混合している。また，これま
での知見を基に，堆積岩，月吉断層上盤側，月吉
断層下盤側の三つのゾーンで地下水の地球化学特
性が異なる可能性を想定し，三つのゾーンごとに
それぞれ異なる染料を用いている。この場合，水
理試験の一環として実施する揚水試験を掘削水を
排除するための予備的な採水として活用する。な
お，掘削水の排除の判断は染料の濃度測定の結果
と，連続観測している地下水の物理化学パラメー
タを指標に実施する。
　この他，水質形成機構の検討の一環として，試
錐孔掘削で得られた岩芯を用いて岩石の地球化学
特性に関するデータを取得した。花崗岩中のFe3＋

とFe2＋の量比を測定した結果，深度約３００ｍ以浅で
は相対的にFe3＋が多く，深度約３００ｍ以深ではFe2＋

が多い傾向が認められた。このことは，花崗岩中
における岩石の酸化還元環境が深度３００ｍ付近を
境に変化していることを示していると考えられ
る。

４．４　岩盤力学に関する調査・研究

　岩盤力学に関する調査・研究においては，研究

領域における土岐花崗岩の岩盤物性（物理・力学
特性）及び応力状態の空間分布を把握し，岩盤力
学モデルを構築する。また，研究坑道の掘削に伴
う坑道周辺岩盤の変形挙動及び応力変化，並びに
応力集中に伴う岩盤の損傷範囲について予測する
ことを目標としている3）。
（１）調査・研究の進め方
　本研究で対象としている花崗岩などの結晶質岩
においては，一般に不連続面の性状やその分布特
性が原位置岩盤の力学的性質に大きな影響を及ぼ
すと考えられている。また，研究領域には，月吉
断層のような大規模不連続面が存在し，調査領域
内の岩体の応力状態に大きな影響を与えている可
能性が想定される。これらの影響因子を考慮しつ
つ，限られた試錐孔の調査によって，岩盤のモデ
ル化を進めるという観点から，本調査・研究にお
いては，研究領域内の既存試錐孔のAN‐1とMIU‐
1号孔，MIU‐2号孔，MIU‐3号孔と試錐孔ごとに
調査結果を段階的に分析・整理し，岩盤の力学モ
デルを構築し更新するアプローチを採用してい
る5）。
（２）調査結果
　岩盤の力学特性を把握するための調査で取得し
なければならない情報は，岩盤物性と応力状態の
二つである。具体的には岩芯を用いた室内物性試
験と初期応力測定である。室内物性試験の試験項
目は，物理物性については，見かけ比重，有効空
隙率，自然含水比，弾性波速度などである。力学
物性に関しては，静弾性係数（E50），静ポアソン
比，一軸圧縮強度，圧裂引張強度，粘着力，内部
摩擦角である。初期応力は，水圧破砕法により水
平面内の主応力値と方向を，岩石コアを用いてAE
法により鉛直方向の応力成分を測定した。
　室内物性試験の結果，AN‐1，MIU‐1，MIU‐2及
びMIU‐3号孔とも岩石物性は深度方向に一様で
ない結果となった。試錐孔ごとの水圧破砕法によ
る初期応力測定結果を図１３に示す。以下に初期応
力測定の主な結果について述べる。
①　AN‐1号孔における応力値の分布は，必ずしも
深度ともに線形的に増加しておらず，深度３００ｍ
と７００ｍ程度の地点で最小値をとり不連続な変
化を示す。水平面内の最大主応力方向について
は，深度３００ｍ程度まではほぼNS方向であるが，
それ以深ではNW‐SE方向に変化している。

②　MIU‐2号孔における応力値の分布は，AN‐1号
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孔と同様，深度方向に不連続な変化を示してい
る。主応力方向の深度方向の変化については，
AN‐1と異なり，地表～深度４００ｍ，深度４００～７００
ｍの領域ではN‐S→NW‐SE方向に回転するよ
うな傾向を示す。AE法による応力測定結果で
は，断層上盤側では鉛直応力成分がほぼ推定土
被り圧に等しいが，下盤側では低くなるような
傾向を示す。

③　MIU‐3号孔の応力値の分布は，深度５００ｍ程
度まではほぼ線形的に増加し５００ｍ以深では応
力値が小さくなる。特に，断層下盤側で測定さ
れた値は，上盤側のそれにくらべ著しく小さい。
最大主応力方向については，深度１３６ｍ地点は
EW方向に最大主応力方向があるが，それ以深
はほぼNNW‐SSE方向を中心として主応力方向
が分布している。AE法の測定結果では，断層近
傍における鉛直応力の変化は複雑であるととも
に，断層下盤側の深度９００ｍ以深では，推定土被
り圧よりも鉛直応力が小さくなっている。

（３）モデル化
　AN‐1号孔とMIU‐1号孔の調査結果では，深度方
向の割れ目密度分布と最大主応力方向の応力値に
不連続な変化が認められることから，研究領域の
地表から地下１，０００ｍの岩盤は三つの異なる力学
物性や応力状態を有するゾーンで構成されるモデ

ルが想定された。続いて実施したMIU‐2号孔の調
査結果では，断層に近づいたことが原因と考えら
れる主応力方向の複雑な変化が認められたが，岩
盤物性，応力状態，主応力方向の変化点は一致し
ており，割れ目密度分布とも良い相関が認められ
ることから，先に述べたAN‐1及びMIU‐1号孔の調
査結果より想定したモデルと定性的には矛盾しな
いと判断した。また，月吉断層が逆断層と考えら
れていることから，断層上盤側の岩体を構成する
三つの力学物性の異なるゾーンが，広域的な応力
場により月吉断層に押しつけられている変形モー
ドを一つの概念として付加した。MIU‐3号孔の調
査結果も同様な解釈ができ，これまでのモデルの
考え方を支持している。
　なお，現時点では断層下盤側の岩盤に関する情
報が少なく十分な解釈はできないが，広域地下水
流動や東濃鉱山における試験研究で取得された情
報を加味して考えると，断層上盤側から下盤側に
向かうにつれ明らかに応力値が減少する傾向が認
められ，研究領域の北側付近の断層下盤側応力値
は上盤側に比べかなり減少している可能性が高
い。
　以上の検討結果より構築した，現段階の土岐花
崗岩を対象とした岩盤力学モデルを図１４に示す。
今後は，月吉断層及びそれに付随する割れ目帯の
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図１３　水圧破砕法による初期応力測定結果

最小主応力（σｈ）

最大主応力（σHmin）
（間隙水圧を考慮）

最大主応力（σHmax）
（間隙水圧を考慮しない）

月吉断層

断層に付随する
割れ目帯

推定土被り圧
（比重を２．６５として計算）
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図１４　研究領域の土岐花崗岩を対象とした岩盤力学モデル
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広域応力の
作用方向
（NW方向）
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力学特性を把握するとともに，上述したモデルを
ベースとした数値解析を実施し，同モデルの妥当
性を検証する。また，不連続面の力学特性をジョ
イントせん断試験により評価し，割れ目の影響を
考慮した原位置岩盤物性の評価を実施し，モデル
の定量化を図る。

５．研究成果の統合化

　本計画では深部地質環境の評価のための体系的
な調査・解析評価技術の基盤の開発を全体目標の
一つとしている。この全体目標を達成するために
は，研究成果の反映先と具体的なアウトプットを
明確にし，研究を進める過程で，何のデータをど
のような手法で取得・解釈し，分野間の横断的な
解釈やモデル化をどのような考え方で進めれば，
地質環境をどこまで理解又は予測でき，最終的な
アウトプットに到達できるのかを，事例的に示す
こと，また研究全体の戦略や戦術を事前に提示し
それを段階的に確かめていくことが極めて重要で
ある。このような事例の積み重ねが深部地質環境
の評価のための体系的な調査・解析評価技術の信
頼性，ひいては地層処分研究開発の基盤技術の信

頼性を確かなものとしていく。
　本計画では，上述した考え方を包含した研究の
枠組みを研究成果の統合化と称して検討を進めて
いる。図１５に第１段階の地質・地質構造にかかわ
る研究の統合化データフローを例示する。この図
は，（Nagra: Swiss National Cooperative for the Dis-
posal of Radioactive Waste）での先行事例を参考
に15），これまでの研究成果と経験を基に，現段階
の調査・研究の考え方を例示したものであり，今
後の研究の進捗により段階的に改善していく。ま
た，第２・３段階においても同様に取り組み，こ
れらの積み重ねを通して研究全体を統合する考え
である。
６．おわりに

　本稿では，２０００年１１月までに取りまとめられた
超深地層研究所計画の第１段階の調査研究成果に
ついて報告した。現在，これまでに挙げられた様々
な課題を解決するために，今までの知見を基に新
たな考え方を取り入れたMIU‐4号孔における試
錐調査（傾斜試錐孔），モデルや解析結果の不確実
性評価を目的とした複数チームによる地下水流動
解析などを進めている。また，２００１年後期には，
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図１５　第１段階の統合化データフロー（地質・地質構造）
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研究坑道の掘削に伴う予測解析の事前検討の一環
として長期揚水試験などを実施する計画である。
今後は第１段階に残されている時間を考慮し，段
階目標を達成すべく効率的に調査・研究を進める
とともに，第１段階の研究成果のとりまとめを実
施する。また，第２段階以降の具体的な研究計画
を策定する計画である。　
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